
長崎市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例（平成 25年長崎市条例第 10号） 

【長崎市独自基準】 

・施設サービス等での身体的拘束の記録について市への報告を義務付け 

・訪問サービスの「基本取扱方針」に「利用者の人格を尊重し」の文言を追加 

・訪問サービスの「サービス提供責任者の責務」に訪問介護員等の業務の実施状況について「その評価を行い必要な措置を講じること。」を 

追加 

・「記録の整備」の保存記録項目を一部追加するとともに、保存年限を一部延長 

・訪問サービス等の「地域等との連携」に「地域住民又はその自発的な活動等との連携及び協力を行う等の地域との交流を図ること」を追加 

・施設サービスの「基本方針」、居宅サービス及び地域密着型サービスの「一般原則」に連携先として「地域包括支援センター」を追加 

・短期入所生活介護事業所の廊下幅の緩和 

・暴力団員等排除を追加（平成 25 年 12 月 25 日施行） 
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（指定居宅サービスの事業の一般原則） 

第三条（略） 

２ 指定居宅サービス事業者は、指定居宅サービスの事業を運営するに当たっ

ては、地域との結び付きを重視し、市町村（特別区を含む。以下同じ。）、他

の居宅サービス事業者その他の保健医療サービス及び福祉サービスを提供

する者との連携に努めなければならない。 

 

（指定訪問介護の基本取扱方針） 

第二十二条 指定訪問介護は、利用者の要介護状態の軽減又は悪化の防止に資

するよう、その目標を設定し、計画的に行われなければならない。 

 

２（略） 

（指定居宅サービスの事業の一般原則） 

第３条(略) 

２ 指定居宅サービス事業者は、指定居宅サービスの事業を運営するに当たっ

ては、地域との結び付きを重視し、本市、地域包括支援センター、他の居宅

サービス事業者その他の保健医療サービス及び福祉サービスを提供する者

との連携に努めなければならない。 

 

（指定訪問介護の基本取扱方針） 

第２３条 指定訪問介護は、利用者の人格を尊重し、要介護状態の軽減又は悪

化の防止に資するよう、その目標を設定し、計画的に行われなければならな

い。 

２（略） 
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（管理者及びサービス提供責任者の責務） 

第二十八条（略） 

２（略） 

３ サービス提供責任者は、第二十四条に規定する業務のほか、次の各号に掲

げる業務を行うものとする。  

一～四 （略）  

五  訪問介護員等の業務の実施状況を把握すること。   

 

六～八（略） 

 

（地域との連携） 

第三十六条の二（新設） 

 

 

１ 指定訪問介護事業者は、その事業の運営に当たっては、提供した指定訪問

介護に関する利用者からの苦情に関して市町村等が派遣する者が相談及び

援助を行う事業その他の市町村が実施する事業に協力するよう努めなけれ

ばならない。 

 

（記録の整備） 

第三十九条（略） 

２ 指定訪問介護事業者は、利用者に対する指定訪問介護の提供に関する次の

各号に掲げる記録を整備し、その完結の日から二年間保存しなければならな

 

（管理者及びサービス提供責任者の責務） 

第２９条（略） 

２（略） 

３ サービス提供責任者は、第２５条に規定する業務のほか、次に掲げる業務

を行うものとする。 

⑴～⑷（略） 

⑸ 訪問介護員等の業務の実施状況を把握し、その評価を行い必要な措置を

講じること。 

⑹～⑻（略）  

 

（地域等との連携） 

第３９条 指定訪問介護事業者は、その事業の運営に当たっては、地域住民又

はその自発的な活動等との連携及び協力を行う等地域との交流を図るよう

努めなければならない。 

２ 指定訪問介護事業者は、その事業の運営に当たっては、その提供した指定

訪問介護に関する利用者からの苦情に関して、介護相談員派遣事業その他の

本市等が実施する事業に協力するよう努めなければならない。 

 

 

（記録の整備） 

第４２条（略） 

２ 指定訪問介護事業者は、利用者に対する指定訪問介護の提供に関する次に

掲げる記録を整備し、その完結の日から２年間保存しなければならない。 
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い。  

一 訪問介護計画  

二 第十九条第二項に規定する提供した具体的なサービスの内容等の記録  

三 第二十六条に規定する市町村への通知に係る記録  

四 第三十六条第二項に規定する苦情の内容等の記録  

五 第三十七条第二項に規定する事故の状況及び事故に際して採った処置

についての記録 

（新設） 

 

 

 

 

（記録の整備） 

第五十三条の二（略） 

２ 指定訪問入浴介護事業者は、利用者に対する指定訪問入浴介護の提供に関

する次の各号に掲げる記録を整備し、その完結の日から二年間保存しなけれ

ばならない。  

一 次条において準用する第十九条第二項に規定する提供した具体的なサ

ービスの内容等の記録  

二 次条において準用する第二十六条に規定する市町村への通知に係る記

録  

三 次条において準用する第三十六条第二項に規定する苦情の内容等の記

録  

四 次条において準用する第三十七条第二項に規定する事故の状況及び事

 

⑴ 訪問介護計画 

⑵ 第２０条第２項に規定する提供した具体的なサービスの内容等の記録 

⑶ 第２７条に規定する市町村への通知に係る記録 

⑷ 第３８条第２項に規定する苦情の内容等の記録 

⑸ 第４０条第２項に規定する事故の状況及び当該事故に際して採った処

置の記録 

３ 前項の規定によるほか、指定訪問介護事業者は、居宅介護サービス費の支

払を受けた日から５年間、当該居宅介護サービス費の受給に係る従業者の勤

務体制に関する記録並びに同項第１号及び第２号に掲げる記録を保存しな

ければならない。 

 

（記録の整備） 

第５８条（略） 

２ 指定訪問入浴介護事業者は、利用者に対する指定訪問入浴介護の提供に関

する次に掲げる記録を整備し、その完結の日から２年間保存しなければなら

ない。 

⑴ 次条において準用する第２０条第２項に規定する提供した具体的なサ

ービスの内容等の記録 

⑵ 次条において準用する第２７条に規定する市町村への通知に係る記録 

 

⑶ 次条において準用する第３８条第２項に規定する苦情の内容等の記録 

 

⑷ 次条において準用する第４０条第２項に規定する事故の状況及び当該
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故に際して採った処置についての記録 

（新設） 

 

 

 

 

（指定訪問看護の基本取扱方針） 

第六十七条 指定訪問看護は、利用者の要介護状態の軽減又は悪化の防止に資

するよう、療養上の目標を設定し、計画的に行われなければならない。 

 

２（略） 

 

（記録の整備） 

第七十三条の二（略） 

２ 指定訪問看護事業者は、利用者に対する指定訪問看護の提供に関する次の

各号に掲げる記録を整備し、その完結の日から二年間保存しなければならな

い。  

一 第六十九条第二項に規定する主治の医師による指示の文書  

二 訪問看護計画書  

三 訪問看護報告書  

四 次条において準用する第十九条第二項に規定する提供した具体的なサ

ービスの内容等の記録  

五 次条において準用する第二十六条に規定する市町村への通知に係る記

録  

事故に際して採った処置の記録 

３ 前項の規定によるほか、指定訪問入浴介護事業者は、居宅介護サービス費

の支払を受けた日から５年間、当該居宅介護サービス費の受給に係る従業者

の勤務体制に関する記録及び同項第１号に掲げる記録を保存しなければな

らない。 

 

（指定訪問看護の基本取扱方針） 

第７１条 指定訪問看護は、利用者の人格を尊重し、要介護状態の軽減又は悪

化の防止に資するよう、療養上の目標を設定し、計画的に行われなければな

らない。 

２（略） 

 

（記録の整備） 

第７８条（略） 

２ 指定訪問看護事業者は、利用者に対する指定訪問看護の提供に関する次に

掲げる記録を整備し、その完結の日から２年間保存しなければならない。 

 

⑴ 第７３条第２項に規定する主治の医師による指示の文書  

⑵ 訪問看護計画書 

⑶ 訪問看護報告書 

⑷ 次条において準用する第２０条第２項に規定する提供した具体的なサ

ービスの内容等の記録 

⑸ 次条において準用する第２７条に規定する市町村への通知に係る記録 
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六 次条において準用する第三十六条第二項に規定する苦情の内容等の記

録  

七 次条において準用する第三十七条第二項に規定する事故の状況及び事

故に際して採った処置についての記録 

（新設） 

 

 

 

 

（指定訪問リハビリテーションの基本取扱方針） 

第七十九条 指定訪問リハビリテーションは、利用者の要介護状態の軽減又は

悪化の防止に資するよう、リハビリテーションの目標を設定し、計画的に行

われなければならない。 

２（略） 

 

（記録の整備） 

第八十二条の二（略） 

２ 指定訪問リハビリテーション事業者は、利用者に対する指定訪問リハビリ

テーションの提供に関する次の各号に掲げる記録を整備し、その完結の日か

ら二年間保存しなければならない。  

一 訪問リハビリテーション計画  

二 次条において準用する第十九条第二項に規定する提供した具体的なサー

ビスの内容等の記録  

三 次条において準用する第二十六条に規定する市町村への通知に係る記

⑹ 次条において準用する第３８条第２項に規定する苦情の内容等の記録 

 

⑺ 次条において準用する第４０条第２項に規定する事故の状況及び当該

事故に際して採った処置の記録 

３ 前項の規定によるほか、指定訪問看護事業者は、居宅介護サービス費の支

払を受けた日から５年間、当該居宅介護サービス費の受給に係る従業者の勤

務体制に関する記録並びに同項第２号及び第４号に掲げる記録を保存しな

ければならない。 

 

（指定訪問リハビリテーションの基本取扱方針） 

第８４条 指定訪問看護は、利用者の人格を尊重し、要介護状態の軽減又は悪

化の防止に資するよう、療養上の目標を設定し、計画的に行われなければな

らない。 

２（略） 

 

（記録の整備） 

第８８条（略） 

２ 指定訪問リハビリテーション事業者は、利用者に対する指定訪問リハビリ

テーションの提供に関する次に掲げる記録を整備し、その完結の日から２年

間保存しなければならない。 

⑴ 訪問リハビリテーション計画 

⑵ 次条において準用する第２０条第２項に規定する提供した具体的なサ

ービスの内容等の記録 

⑶ 次条において準用する第２７条に規定する市町村への通知に係る記録 
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録  

四 次条において準用する第三十六条第二項に規定する苦情の内容等の記

録  

五 次条において準用する第三十七条第二項に規定する事故の状況及び事

故に際して採った処置についての記録 

（新設） 

 

 

 

 

（記録の整備） 

第九十条の二（略） 

２ 指定居宅療養管理指導事業者は、利用者に対する指定居宅療養管理指導の

提供に関する次の各号に掲げる記録を整備し、その完結の日から二年間保存

しなければならない。  

一 次条において準用する第十九条第二項に規定する提供した具体的なサ

ービスの内容等の記録  

二 次条において準用する第二十六条に規定する市町村への通知に係る記

録  

三 次条において準用する第三十六条第二項に規定する苦情の内容等の記

録  

四 次条において準用する第三十七条第二項に規定する事故の状況及び事

故に際して採った処置についての記録 

（新設） 

 

⑷ 次条において準用する第３８条第２項に規定する苦情の内容等の記録 

 

 ⑸ 次条において準用する第４０条第２項に規定する事故の状況及び当該

事故に際して採った処置の記録 

３ 前項の規定によるほか、指定訪問リハビリテーション事業者は、居宅介護

サービス費の支払を受けた日から５年間、当該居宅介護サービス費の受給に

係る従業者の勤務体制に関する記録並びに同項第１号及び第２号に掲げる

記録を保存しなければならない。 

 

（記録の整備） 

第９７条（略） 

２ 指定居宅療養管理指導事業者は、利用者に対する指定居宅療養管理指導の

提供に関する次に掲げる記録を整備し、その完結の日から２年間保存しなけ

ればならない。 

⑴ 次条において準用する第２０条第２項に規定する提供した具体的なサ

ービスの内容等の記録 

⑵ 次条において準用する第２７条に規定する市町村への通知に係る記録 

 

⑶ 次条において準用する第３８条第２項に規定する苦情の内容等の記録 

 

⑷ 次条において準用する第４０条第２項に規定する事故の状況及び当該

事故に際して採った処置の記録 

３ 前項の規定によるほか、指定居宅療養管理指導事業者は、居宅介護サービ



厚生労働省令 長崎市条例 

 

 

 

 

（記録の整備） 

第百四条の二（略） 

２ 指定通所介護事業者は、利用者に対する指定通所介護の提供に関する次の

各号に掲げる記録を整備し、その完結の日から二年間保存しなければならな

い。  

一 通所介護計画  

二 次条において準用する第十九条第二項に規定する提供した具体的なサ

ービスの内容等の記録  

三 次条において準用する第二十六条に規定する市町村への通知に係る記

録  

四 次条において準用する第三十六条第二項に規定する苦情の内容等の記

録  

五 次条において準用する第三十七条第二項に規定する事故の状況及び事

故に際して採った処置についての記録 

（新設） 

 

 

 

 

（記録の整備） 

ス費の支払を受けた日から５年間、当該居宅介護サービス費の受給に係る従

業者の勤務体制に関する記録並びに同項第１号に掲げる記録を保存しなけ

ればならない。 

 

（記録の整備） 

第１１２条（略） 

２ 指定通所介護事業者は、利用者に対する指定通所介護の提供に関する次に

掲げる記録を整備し、その完結の日から２年間保存しなければならない。 

 

⑴ 通所介護計画 

⑵ 次条において準用する第２０条第２項に規定する提供した具体的なサ

ービスの内容等の記録 

⑶ 次条において準用する第２７条に規定する市町村への通知に係る記録 

 

⑷ 次条において準用する第３８条第２項に規定する苦情の内容等の記録 

 

⑸ 次条において準用する第４０条第２項に規定する事故の状況及び当該

事故に際して採った処置の記録 

３ 前項の規定によるほか、指定通所介護事業者は、居宅介護サービス費の支

払を受けた日から５年間、当該居宅介護サービス費の受給に係る従業者の勤

務体制に関する記録並びに同項第１号及び第２号に掲げる記録を保存しな

ければならない。 

 

 （記録の整備） 
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第百五条の十八（略） 

２ 指定療養通所介護事業者は、利用者に対する指定療養通所介護の提供に関

する次の各号に掲げる記録を整備し、その完結の日から二年間保存しなけれ

ばならない。  

一 療養通所介護計画  

二 前条第二項に規定する検討の結果についての記録  

三 次条において準用する第十九条第二項に規定する提供した具体的なサ

ービスの内容等の記録  

四 次条において準用する第二十六条に規定する市町村への通知に係る記

録  

五 次条において準用する第三十六条第二項に規定する苦情の内容等の記

録  

六 次条において準用する第三十七条第二項に規定する事故の状況及び事

故に際して採った処置についての記録 

（新設） 

 

 

 

 

（記録の整備） 

第百十八条の二（略） 

２ 指定通所リハビリテーション事業者は、利用者に対する指定通所リハビリ

テーションの提供に関する次の各号に掲げる記録を整備し、その完結の日か

ら二年間保存しなければならない。  

第１３０条（略） 

２ 指定療養通所介護事業者は、利用者に対する指定療養通所介護の提供に関

する次に掲げる記録を整備し、その完結の日から２年間保存しなければなら

ない。 

⑴ 療養通所介護計画 

⑵ 前条第２項に規定する検討の結果についての記録 

⑶ 次条において準用する第２０条第２項に規定する提供した具体的なサ

ービスの内容等の記録 

⑷ 次条において準用する第２７条に規定する市町村への通知に係る記録 

 

⑸ 次条において準用する第３８条第２項に規定する苦情の内容等の記録 

 

⑹ 次条において準用する第４０条第２項に規定する事故の状況及び当該

事故に際して採った処置の記録 

３ 前項の規定によるほか、指定療養通所介護事業者は、居宅介護サービス費

の支払を受けた日から５年間、当該居宅介護サービス費の受給に係る従業者

の勤務体制に関する記録並びに同項第１号及び第３号に掲げる記録を保存

しなければならない。  

 

（記録の整備） 

第１４５条（略） 

２ 指定通所リハビリテーション事業者は、利用者に対する指定通所リハビリ

テーションの提供に関する次に掲げる記録を整備し、その完結の日から２年

間保存しなければならない。 
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一 通所リハビリテーション計画  

二 次条において準用する第十九条第二項に規定する提供した具体的なサ

ービスの内容等の記録  

三 次条において準用する第二十六条に規定する市町村への通知に係る記

録  

四 次条において準用する第三十六条第二項に規定する苦情の内容等の記

録  

五 次条において準用する第三十七条第二項に規定する事故の状況及び事

故に際して採った処置についての記録 

（新設） 

 

 

 

 

（設備及び備品等） 

第百二十四条（略） 

２～６（略） 

７ 前各項に規定するもののほか、指定短期入所生活介護事業所の構造設備の

基準は、次のとおりとする。  

一  廊下の幅は、一・八メートル以上とすること。ただし、中廊下の幅は、

二・七メートル以上とすること。  

 二～五（略） 

 

 

⑴ 通所リハビリテーション計画 

⑵ 次条において準用する第２０条第２項に規定する提供した具体的なサ

ービスの内容等の記録 

⑶ 次条において準用する第２７条に規定する市町村への通知に係る記録 

 

⑷ 次条において準用する第３８条第２項に規定する苦情の内容等の記録 

 

⑸ 次条において準用する第４０条第２項に規定する事故の状況及び当該

事故に際して採った処置の記録 

３ 前項の規定によるほか、指定通所リハビリテーション事業者は、居宅介護

サービス費の支払を受けた日から５年間、当該居宅介護サービス費の受給に

係る従業者の勤務体制に関する記録並びに同項第１号及び第２号に掲げる

記録を保存しなければならない。 

 

（設備及び備品等） 

第１５１条（略） 

２～６（略） 

７ 前各項に規定するもののほか、指定短期入所生活介護事業所の構造設備の

基準は、次のとおりとする。 

⑴ 廊下の幅は、1.８メートル以上とすること。ただし、中廊下の幅は、2.

７メートル以上とすること。 

⑵～⑸（略） 

８ 前項第１号の規定にかかわらず、定員２９人以下の指定短期入所生活介護

事業所における廊下の幅は、1.５メートル以上（中廊下にあっては、1.８メ
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８（略） 

 

（指定短期入所生活介護の取扱方針） 

第百二十八条（略） 

２～４（略） 

５ 指定短期入所療養介護事業者は、前項の身体的拘束等を行う場合には、そ

の態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由

を記録しなければならない。 

（新設） 

 

６（略） 

 

（記録の整備） 

第百三十九条の二（略） 

２ 指定短期入所生活介護事業者は、利用者に対する指定短期入所生活介護の

提供に関する次の各号に掲げる記録を整備し、その完結の日から二年間保存

しなければならない。  

一 短期入所生活介護計画  

二 次条において準用する第十九条第二項に規定する提供した具体的なサ

ービスの内容等の記録  

三 第百二十八条第五項に規定する身体的拘束等の態様及び時間、その際の

ートル以上）とすること。ただし、廊下の一部の幅を拡張すること等により、

利用者、従業者等の円滑な往来に支障が生じないと認められるときは、これ

によらないことができる。 

９（略） 

 

（指定短期入所生活介護の取扱方針） 

第１５５条（略） 

２～４（略） 

５ 指定短期入所生活介護事業者は、身体的拘束等を行う場合は、その態様及

び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録し

なければならない。 

６ 前項の場合においては、市長に対し、速やかに同項に規定する記録に係る

内容を報告しなければならない。 

７（略） 

 

（記録の整備） 

第１６７条（略） 

２ 指定短期入所生活介護事業者は、利用者に対する指定短期入所生活介護の

提供に関する次に掲げる記録を整備し、その完結の日から２年間保存しなけ

ればならない。 

⑴ 短期入所生活介護計画 

⑵ 次条において準用する第２０条第２項に規定する提供した具体的なサ

ービスの内容等の記録 

⑶ 第１５５条第５項に規定する身体的拘束等の態様及び時間、その際の利
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利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録  

四 次条において準用する第二十六条に規定する市町村への通知に係る記

録  

五 次条において準用する第三十六条第二項に規定する苦情の内容等の記

録  

六 次条において準用する第三十七条第二項に規定する事故の状況及び事

故に際して採った処置についての記録 

（新設） 

 

 

 

 

（設備及び備品等） 

第百四十条の四（略） 

２～６（略） 

７ 前各項に規定するもののほか、ユニット型指定短期入所生活介護事業所の

構造設備の基準は、次のとおりとする。  

一  廊下の幅は、一・八メートル以上とすること。ただし、中廊下の幅は、

二・七メートル以上とすること。なお、廊下の一部の幅を拡張することに

より、利用者、従業者等の円滑な往来に支障が生じないと認められる場合

には、一・五メートル以上（中廊下にあっては、一・八メートル以上）と

して差し支えない。  

二～五（略） 

（新設） 

用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

⑷ 次条において準用する第２７条に規定する市町村への通知に係る記録 

 

⑸ 次条において準用する第３８条第２項に規定する苦情の内容等の記録 

 

⑹ 次条において準用する第４０条第２項に規定する事故の状況及び当該

事故に際して採った処置の記録 

３ 前項の規定によるほか、指定短期入所生活介護事業者は、居宅介護サービ

ス費の支払を受けた日から５年間、当該居宅介護サービス費の受給に係る従

業者の勤務体制に関する記録並びに同項第１号及び第２号に掲げる記録を

保存しなければならない。 

 

（設備及び備品等） 

第１７１条（略） 

２～６（略） 

７ 前各項に規定するもののほか、ユニット型指定短期入所生活介護事業所の

構造設備の基準は、次のとおりとする。 

⑴ 廊下の幅は、1.８メートル以上とすること。ただし、中廊下の幅は、2.

７メートル以上とすること。なお、廊下の一部の幅を拡張することにより、

利用者、従業者等の円滑な往来に支障が生じないと認められる場合は、1.

５メートル以上（中廊下にあっては、1.８メートル以上 ）とすることが

できる。 

⑵～⑸（略） 

８ 前項第１号の規定にかかわらず、定員２９人以下のユニット型指定短期入
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８（略） 

 

（指定短期入所生活介護の取扱方針） 

第百四十条の七（略） 

２～６（略） 

７ ユニット型指定短期入所生活介護事業者は、前項の身体的拘束等を行う場

合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを

得ない理由を記録しなければならない。 

（新設） 

 

８（略） 

 

（指定短期入所療養介護の取扱方針） 

第百四十六条（略） 

２～４（略） 

５ 指定短期入所療養介護事業者は、前項の身体的拘束等を行う場合には、そ

の態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由

を記録しなければならない。 

（新設） 

 

所生活介護事業所における廊下の幅は、1.５メートル以上（中廊下にあって

は、1.８メートル以上）とすること。ただし、廊下の一部の幅を拡張するこ

と等により、利用者、従業者等の円滑な往来に支障が生じないと認められる

ときは、これによらないことができる。 

９（略） 

 

（指定短期入所生活介護の取扱方針） 

第１７４条（略） 

２～６（略） 

７ ユニット型指定短期入所生活介護事業者は、身体的拘束等を行う場合は、

その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理

由を記録しなければならない。 

８ 前項の場合においては、市長に対し、速やかに同項に規定する記録に係る

内容を報告しなければならない。 

９（略） 

 

（指定短期入所療養介護の取扱方針） 

第１９４条（略） 

２～４（略） 

５ 指定短期入所療養介護事業者は、身体的拘束等を行う場合は、その態様及

び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録し

なければならない。 

６ 前項の場合においては、市長に対し、速やかに同項に規定する記録に係る

内容を報告しなければならない。 
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６（略） 

 

（記録の整備） 

第百五十四条の二（略） 

２ 指定短期入所療養介護事業者は、利用者に対する指定短期入所療養介護の

提供に関する次の各号に掲げる記録を整備し、その完結の日から二年間保存

しなければならない。  

一 短期入所療養介護計画  

二 次条において準用する第十九条第二項に規定する提供した具体的なサ

ービスの内容等の記録  

三 第百四十六条第五項に規定する身体的拘束等の態様及び時間、その際の

利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録  

四 次条において準用する第二十六条に規定する市町村への通知に係る記

録  

五 次条において準用する第三十六条第二項に規定する苦情の内容等の記

録  

六 次条において準用する第三十七条第二項に規定する事故の状況及び事

故に際して採った処置についての記録 

（新設） 

 

 

 

 

（指定短期入所療養介護の取扱方針） 

７（略） 

 

（記録の整備） 

第２０３条（略） 

２ 指定短期入所療養介護事業者は、利用者に対する指定短期入所療養介護の

提供に関する次に掲げる記録を整備し、その完結の日から２年間保存しなけ

ればならない。 

⑴ 短期入所療養介護計画 

⑵ 次条において準用する第２０条第２項に規定する提供した具体的なサ

ービスの内容等の記録 

⑶ 第１９４条第５項に規定する身体的拘束等の態様及び時間、その際の利

用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

⑷ 次条において準用する第２７条に規定する市町村への通知に係る記録 

 

⑸ 次条において準用する第３８条第２項に規定する苦情の内容等の記録 

 

⑹ 次条において準用する第４０条第２項に規定する事故の状況及び当該

事故に際して採った処置の記録 

３ 前項の規定によるほか、指定短期入所療養介護事業者は、居宅介護サービ

ス費の支払を受けた日から５年間、当該居宅介護サービス費の受給に係る従

業者の勤務体制に関する記録並びに同項第１号及び第２号に掲げる記録を

保存しなければならない。 

 

（指定短期入所療養介護の取扱方針） 
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第百五十五条の六（略） 

２～６（略） 

７ ユニット型指定短期入所療養介護事業者は、前項の身体的拘束等を行う場

合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを

得ない理由を記録しなければならない。 

（略） 

 

８（略） 

 

（指定特定施設入居者生活介護の取扱方針） 

第百八十三条（略） 

２～４（略） 

５ 指定特定施設入居者生活介護事業者は、前項の身体的拘束等を行う場合に

は、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得な

い理由を記録しなければならない 

（新設） 

 

６（略） 

 

（記録の整備） 

第百九十一条の三（略） 

２ 指定特定施設入居者生活介護事業者は、利用者に対する指定特定施設入居

者生活介護の提供に関する次の各号に掲げる記録を整備し、その完結の日か

ら二年間保存しなければならない。  

第２０９条（略） 

２～６（略） 

７ ユニット型指定短期入所療養介護事業者は、身体的拘束等を行う場合は、

その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理

由を記録しなければならない。 

８ 前項の場合においては、市長に対し、速やかに同項に規定する記録に係る

内容を報告しなければならない。 

９（略） 

 

（指定特定施設入居者生活介護の取扱方針） 

第２２６条（略） 

２～４（略） 

５ 指定特定施設入居者生活介護事業者は、身体的拘束等を行う場合は、その

態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を

記録しなければならない。 

６ 前項の場合においては、市長に対し、速やかに同項に規定する記録に係る

内容を報告しなければならない。 

７（略） 

 

（記録の整備） 

第２３６条（略） 

２ 指定特定施設入居者生活介護事業者は、利用者に対する指定特定施設入居

者生活介護の提供に関する次に掲げる記録を整備し、その完結の日から２年

間保存しなければならない。 
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一 特定施設サービス計画  

二 第百八十一条第二項に規定する提供した具体的なサービスの内容等の

記録  

三 第百八十三条第五項に規定する身体的拘束等の態様及び時間、その際の

利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録  

四 第百九十条第三項に規定する結果等の記録  

五 次条において準用する第二十六条に規定する市町村への通知に係る記

録  

六 次条において準用する第三十六条第二項に規定する苦情の内容等の記

録  

七 次条において準用する第三十七条第二項に規定する事故の状況及び事

故に際して採った処置についての記録  

八 施行規則第六十四条第三号に規定する書類 

（新設） 

 

 

 

 

（記録の整備） 

第百九十二条の十一（略） 

２ 外部サービス利用型指定特定施設入居者生活介護事業者は、利用者に対す

る外部サービス利用型指定特定施設入居者生活介護の提供に関する次の各

号に掲げる記録を整備し、その完結の日から二年間保存しなければならな

い。  

⑴ 特定施設サービス計画 

⑵ 第２２４条第２項に規定する提供した具体的なサービスの内容等の記 

 録 

⑶ 第２２６条第５項に規定する身体的拘束等の態様及び時間、その際の利

用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

⑷ 第２３３条第３項に規定する結果等の記録 

⑸ 次条において準用する第２７条に規定する市町村への通知に係る記録 

 

⑹ 次条において準用する第３８条第２項に規定する苦情の内容等の記録 

 

⑺ 次条において準用する第４０条第２項に規定する事故の状況及び当該

事故に際して採った処置の記録 

⑻ 省令第６４条第３号に規定する書類 

３ 前項の規定によるほか、指定特定施設入居者生活介護事業者は、居宅介護

サービス費の支払を受けた日から５年間、当該居宅介護サービス費の受給に

係る従業者の勤務体制に関する記録並びに同項第１号及び第２号に掲げる

記録を保存しなければならない。 

 

（記録の整備） 

第２４７条（略） 

２ 外部サービス利用型指定特定施設入居者生活介護事業者は、利用者に対す

る外部サービス利用型指定特定施設入居者生活介護の提供に関する次に掲

げる記録を整備し、その完結の日から２年間保存しなければならない。 

 



厚生労働省令 長崎市条例 

一 特定施設サービス計画  

二 第百九十二条の八第二項に規定する受託居宅サービス事業者から受け

た報告に係る記録  

三 前条第八項に規定する結果等の記録  

四 次条において準用する第二十六条に規定する市町村への通知に係る記

録  

五 次条において準用する第三十六条第二項に規定する苦情の内容等の記

録  

六 次条において準用する第三十七条第二項に規定する事故の状況及び事

故に際して採った処置についての記録  

七 次条において準用する第百八十一条第二項に規定する提供した具体的

なサービスの内容等の記録  

八 次条において準用する第百八十三条第五項に規定する身体的拘束等の

態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由

の記録  

九 次条において準用する第百九十条第三項に規定する結果等の記録  

十 施行規則第六十四条第三号に規定する書類 

（新設） 

 

 

 

 

（記録の整備） 

第二百四条の二（略） 

⑴ 特定施設サービス計画 

⑵ 第２４４条第２項に規定する受託居宅サービス事業者から受けた報告

に係る記録 

⑶ 前条第８項に規定する結果等の記録 

⑷ 次条において準用する第２７条に規定する市町村への通知に係る記録 

 

⑸ 次条において準用する第３８条第２項に規定する苦情の内容等の記録 

 

⑹ 次条において準用する第４０条第２項に規定する事故の状況及び当該

事故に際して採った処置の記録 

⑺ 次条において準用する第２２４条第２項に規定する提供した具体的な

サービスの内容等の記録 

⑻ 次条において準用する第２２６条第５項に規定する身体的拘束等の態

様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の

記録 

⑼ 次条において準用する第２３３条第３項に規定する結果等の記録 

⑽ 省令第６４条第３号に規定する書類 

３ 前項の規定によるほか、外部サービス利用型指定特定施設入居者生活介護

事業者は、居宅介護サービス費の支払を受けた日から５年間、当該居宅介護

サービス費の受給に係る従業者の勤務体制に関する記録並びに同項第１号

及び第７号に掲げる記録を保存しなければならない。 

 

（記録の整備） 

第２６２条（略） 



厚生労働省令 長崎市条例 

２ 指定福祉用具貸与事業者は、利用者に対する指定福祉用具貸与の提供に関

する次の各号に掲げる記録を整備し、その完結の日から二年間保存しなけれ

ばならない。  

一 福祉用具貸与計画  

二 次条において準用する第十九条第二項に規定する提供した具体的なサ

ービスの内容等の記録  

三 第二百三条第四項に規定する結果等の記録  

四 次条において準用する第二十六条に規定する市町村への通知に係る記

録  

五 次条において準用する第三十六条第二項に規定する苦情の内容等の記

録  

六 次条において準用する第三十七条第二項に規定する事故の状況及び事

故に際して採った処置についての記録 

（新設） 

 

 

 

 

（記録の整備） 

第二百十五条（略） 

２ 指定特定福祉用具販売事業者は、利用者に対する指定特定福祉用具販売の

提供に関する次の各号に掲げる記録を整備し、その完結の日から二年間保存

しなければならない。  

一 特定福祉用具販売計画  

２ 指定福祉用具貸与事業者は、利用者に対する指定福祉用具貸与の提供に関

する次に掲げる記録を整備し、その完結の日から２年間保存しなければなら

ない。 

⑴ 福祉用具貸与計画 

⑵ 次条において準用する第２０条第２項に規定する提供した具体的なサ

ービスの内容等の記録 

⑶ 第２６０条第４項に規定する結果等の記録 

⑷ 次条において準用する第２７条に規定する市町村への通知に係る記録 

 

⑸ 次条において準用する第３８条第２項に規定する苦情の内容等の記録 

 

⑹ 次条において準用する第４０条第２項に規定する事故の状況及び当該

事故に際して採った処置の記録 

３ 前項の規定によるほか、指定福祉用具貸与事業者は、居宅介護サービス費

の支払を受けた日から５年間、当該居宅介護サービス費の受給に係る従業者

の勤務体制に関する記録並びに同項第１号及び第２号に掲げる記録を保存

しなければならない。 

 

（記録の整備） 

第２７５条（略） 

２ 指定特定福祉用具販売事業者は、利用者に対する指定特定福祉用具販売の

提供に関する次に掲げる記録を整備し、その完結の日から２年間保存しなけ

ればならない。 

⑴ 特定福祉用具販売計画 



厚生労働省令 長崎市条例 

二 第二百十一条に規定する提供した具体的なサービスの内容等の記録  

三 次条において準用する第二十六条に規定する市町村への通知に係る記

録  

四 次条において準用する第三十六条第二項に規定する苦情の内容等の記

録  

五 次条において準用する第三十七条第二項に規定する事故の状況及び事

故に際して採った処置についての記録 

（新設） 

⑵ 第２７０条に規定する提供した具体的なサービスの内容等の記録 

⑶ 次条において準用する第２７条に規定する市町村への通知に係る記録 

 

⑷ 次条において準用する第３８条第２項に規定する苦情の内容等の記録 

 

⑸ 次条において準用する第４０条第２項に規定する事故の状況及び当該

事故に際して採った処置の記録 

３ 前項の規定によるほか、指定特定福祉用具販売事業者は、居宅介護福祉用

具購入費の支払を受けた日から５年間、当該居宅介護福祉用具購入費の受給

に係る従業者の勤務体制に関する記録並びに同項第１号及び第２号に掲げ

る記録を保存しなければならない。 

 

《暴力団員等排除を追加（平成 25 年 12 月 25 日施行）》 

改正前 改正後 

（申請者の要件） 

第４条 法第７０条第２項第１号の条例で定める者は、法人とする。ただし、病

院、診療所若しくは薬局により行われる居宅療養管理指導又は病院若しくは診

療所により行われる訪問看護、訪問リハビリテーション、通所リハビリテーシ

ョン若しくは短期入所療養介護に係る指定の申請にあっては、この限りでない。 

 

 

 

 

 

（申請者の要件） 

第４条 法第７０条第２項第１号の条例で定める者は、役員が長崎市暴力団排除

条例（平成２４年長崎市条例第５９号）第１２条に規定する暴力団員又は暴力

団関係者（以下この条及び第４２条の２において「暴力団員等」という。）でな

い法人とする。ただし、病院、診療所若しくは薬局により行われる居宅療養管

理指導又は病院若しくは診療所により行われる訪問看護、訪問リハビリテーシ

ョン、通所リハビリテーション若しくは短期入所療養介護に係る指定の申請に

あっては、当該法人及び法人でない者であって暴力団員等でないものとする。 

 

（暴力団員等の排除） 



（新設） 第４２条の２ 指定訪問介護事業所の管理者は、暴力団員等であってはならない。 

２ 指定訪問介護事業所は、長崎市暴力団排除条例第２条第１号に規定する暴力

団又は暴力団員等を利することのないようにしなければならない。 

（第４２条の２の準用）第５９条  指定訪問入浴介護 

第６３条  基準該当訪問入浴介護  

第７９条  指定訪問看護 

第８９条  指定訪問リハビリテーション 

第９８条  指定居宅療養管理指導 

第１１３条 指定通所介護 

第１３１条 指定療養通所介護 

第１３５条 基準該当通所介護 

第１４６条 指定通所リハビリテーション 

第１６８条 指定短期入所生活介護 

第１８８条 基準該当短期入所生活介護 

第２０４条 指定短期入所療養介護 

第２３７条 指定特定施設入居者生活介護 

第２４８条 外部サービス利用型指定特定施設入居者生活介護 

第２６３条 指定福祉用具貸与 

第２６５条 基準該当福祉用具貸与 

第２７６条 指定特定福祉用具販売 


